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株 主 の 皆 様 へ

連結業績ハイライト
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■経常利益 （億円）

復は緩やかなものにとどまりました。
　建設業界におきましては、住宅建設は建設コストの上昇もあり
弱めの動きとなっているものの、民間企業の建設投資は企業の設
備投資意欲の回復に伴い堅調となり、公共投資も関連予算の執
行により底堅く推移するなど、受注環境は一定の水準を確保でき
ている状況にあります。
　当上半期の当社グループの連結業績につきましては、売上高

取締役社長

　当上半期における我が国経済は、経済社会活動と新型コロナウ
イルス感染症対策の両立により個人消費に持ち直しの動きがみ
られ、企業の景況感においても供給制約の緩和や企業の設備投
資意欲の回復などにより改善の兆しがあるものの、ウクライナ情
勢や世界的な金融引締めなど経済下押しの圧力もあり、景気の回

ごあいさつ
　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
　さて、当社は2022年９月30日をもって第86期（2022年４月１日から
2023年３月31日まで）の前半を終了いたしましたので、ここに上半期の概
況についてご報告申しあげます。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご理解とご支援を賜ります
ようお願い申しあげます。

2022年12月

当上半期の業績
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は、工事の中断等による手持工事の進捗鈍化などの影響により 
前年同期比2.0％減の1,858億円となりました。利益は、売上総利
益率の低下に伴う売上総利益の減少並びに販売費及び一般管理
費の増加により、営業利益は同67.5％減の28億円、経常利益は
同61.5％減の35億円となりました。また、親会社株主に帰属する
四半期純利益は法人税等12億円などを加減算し、同64.2％減の
22億円となりました。
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年度とほぼ同水準が確保され、引き続き防災・減災、国土強靭化
への計画的な投資により底堅く推移するものと予想されます。 
但し、原油高や円安に起因する建設資材高といった採算悪化や
需要減退を招くリスクについて動向を注視していく必要があります。
　昨今、自然災害が激甚化・頻発化し、また、高度経済成長期に整
備された社会インフラの老朽化が進行するなど、人々の暮らしや
産業の発展を支える基盤に大きな影響を及ぼしています。加え
て、新型コロナウイルス感染症の拡大は人々の価値観や行動様
式を変化させるなど、まさに将来の不確実性が高まっています。
　このような状況のもと、当社グループは2021年５月に、社会
から求められる建設サービス業の担い手として“限りある資源
が循環し、人・社会・自然が豊かであり続ける社会”の実現に貢献
する長期構想を定めると共に、2023年度の連結売上高4,700
億円・連結経常利益330億円を財務目標に定めた『熊谷組グ
ループ　中期経営計画（2021～2023年度）～持続的成長へ
の弛まぬ挑戦～』を策定しました。本計画にグループ一丸となっ
て取り組み、持続的成長への挑戦を続けてまいります。

　今後の我が国経済は、政府の各種政策の効果やウィズコロナ
の新たな段階への移行による経済社会活動の正常化進展によ
り個人消費や企業収益の持ち直しが期待されますが、長引くウ
クライナ情勢や世界的な金融引締めが進む中で海外景気の下
振れや物価上昇、供給面の制約などのリスクを孕んでおり、景気
は依然として先行き不透明な状況にあります。
　建設業界におきましては、民間企業の建設投資は、倉庫・物流
施設の需要拡大、生産設備への投資意欲の回復のほか都市部に
おける再開発案件が控えており、公共投資も2022年度予算は前

対処すべき課題
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四半期連結財務情報（要約）

ポ イ ン ト
■四半期連結貸借対照表
　総資産は3,429億円と前期末に比べて281億円減少しました。
これは、受取手形・完成工事未収入金等及び未収入金などの債権
の回収が進んだ一方で、仕入債務の支払い等に伴う現金預金の減少
などによるものです。また純資産は1，653億円となり、自己資本比率
は前期末に比べて2.6ポイント向上し48.2%となりました。

■四半期連結損益計算書
　売上高は前年同期に比べて37億円減少の1,858億円となり、売上
総利益率の低下に伴う売上総利益の減少並びに販売費及び一般管理
費の増加などにより経常利益は35億円となりました。親会社株主に帰
属する四半期純利益は法人税等の計上により22億円となりました。

■四半期連結キャッシュ・フロー計算書
　仕入債務の減少等により、営業活動は95億円の資金減少となりま
した。投資活動では有形固定資産の取得による支出などにより55億
円の資金減少となりました。財務活動では配当金の支払いなどによ
り78億円の資金減少となりました。これらの結果、現金及び現金同等
物の残高は、前期末に比べて219億円減少の454億円となりました。

売上
総利益
13,310

第86期第2四半期
（2022年4月1日～2022年9月30日）

売上原価
172,533

販売費及び
一般管理費
10,480

営業外収益
874
営業外費用
193

特別利益
147
特別損失
193

法人税、住民税
及び事業税
384 
法人税等調整額
838

営業利益
2,830

経常利益
3,511

税金等調整前
四半期純利益
3,465

四半期
純利益
2,241

親会社株主に
帰属する

四半期純利益
2,241

売上高
185,844

第86期第2四半期
（2022年9月30日現在）

第85期
（2022年3月31日現在）

負債
177,627
流動負債
151,085
固定負債
26,542

流動資産
267,376

固定資産
75,557

純資産
165,306

資産合計
342,933

負債
純資産合計
342,933

有形固定資産
29,687

無形固定資産
972

投資その他の
資産

44,897

株主資本
160,285
その他の
包括利益
累計額
5,021

負債
201,794
流動負債
175,399
固定負債
26,394流動資産

301,874

固定資産
69,221

純資産
169,302

資産合計
371,096

負債
純資産合計
371,096

有形固定資産
27,451

無形固定資産
876

投資その他の
資産

40,893

株主資本
165,589
その他の
包括利益
累計額
3,712

第86期第2四半期
（2022年4月1日～2022年9月30日）

現金及び
現金同等物の
期首残高

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

45,438

△7,810 897

△9,550

67,404

財務活動による
キャッシュ・フロー 換算差額 現金及び

現金同等物の
四半期末残高

△5,501

■四半期連結キャッシュ・フロー計算書の状況（百万円）■四半期連結貸借対照表の状況 （百万円）

■四半期連結損益計算書の状況 （百万円）
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単体の業績について

完成工事
●新得発電所新設工事のうち土木本工事：北海道電力株式会社
●向日市公共下水道和井川１号幹線築造工事：向日市
●�湘南鎌倉総合病院 外傷・救命救急センター棟 先端医療センター棟 トモセラピー棟：�
医療法人徳洲会

●学校法人豊昭学園６号館 ＬＥＡＲＮＩＮＧ ＣＥＮＴＥＲ：学校法人豊昭学園

受注工事
●�河北潟周辺農地防災事業　内灘排水機場建設工事：農林水産省
●�すさみ串本道路和深西トンネル工事：国土交通省
●�独立行政法人地域医療機能推進機構中京病院建替整備工事（建築）：�
独立行政法人地域医療機能推進機構中京病院
●（仮称）SOSiLA岡山新築工事：住友商事株式会社

主な受注工事及び完成工事

新得発電所新設工事のうち
土木本工事

学校法人豊昭学園６号館 ＬＥＡＲＮＩＮＧ ＣＥＮＴＥＲ

区　　分 86期上半期 前年同期比

受 注 高 1,191億円 （  9.6％増）

売 上 高 1,407億円 （  4.9％減）

繰 越 高 4,640億円 （  8.7％増）

四 半 期 純 利 益 34億円 （49.3％減）

■損益等の状況

　受注高は、前年同期比9.6%増の1,191億円となりました。このうち、土木工事は246億円、建築工事は
945億円であり、これらの発注者別内訳は官庁21.2％、民間78.8％であります。
　売上高は、同4.9％減の1,407億円となりました。このうち、土木工事は408億円、建築工事は998億円であ
り、これらの発注者別内訳は官庁17.9％、民間82.1％であります。
　この結果、下半期への繰越高は、同8.7％増の4,640億円となりました。
　利益につきましては、経常利益は45億円、四半期純利益は34億円となりました。

■受注高構成

民間
69.8%

官庁
11.7%

官庁
9.5%

民間
9.0%

建築
945億円

79.3％

土木
246億円
20.7％
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中大規模木造建築ブランド「with TREE」の推進

　表紙に掲載の中高層オフィスビル「H¹O青山」は、住友林業の「木」に関する知見を活用し、「with TREE」第1号案件として
本年８月に竣工しました。主要構造部に木造と鉄骨のハイブリッド構造を採用し、木造の柱・梁部分には当社が独自開発した

「断熱耐火λ-WOODⓇ」等を使用することで、純鉄骨造に比較して建築時のCO2排出量を約21t削減しました。さらに木材が
成長段階で吸収したCO2約19tの固定を実現しています。

　当社と住友林業株式会社（以下、住友林業）は、2021年３月に中大規模木造建築ブランド「with TREE」を立ち上げて以降
さまざまな取り組みを行っています。

　本年６月、当社と住友林業は共同企業体で札幌市にて株式会社Ｂｅｐｐｏ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ 
発注の耐火木質ビル「KAGAプロジェクト」を着工しました。地下１階地上10階建で、上層階
には鉄骨を内蔵した耐火集成材「木質ハイブリッド集成材」を使用しており、木のぬくもりを
感じられる事務所・住居としての空間を提供します。
　また住友林業と日本集成材工業協同組合の技術である「木質ハイブリッド集成材有孔梁」を
採用することで居室内の梁下の高さを確保しました。建設地は観光やビジネス、流行の中心地
である札幌市中央区南１条通に面しており、木材活用による環境配慮に加え、若者へのIT関連の
支援等を通じて街の新たなコミュニティ創出を目指します。

　本年10月、一般社団法人ウッドデザイン協会が主催する「ウッドデザイン賞2022」の受賞作品188点が決定し、当社は、「H¹O青山
（２部門）」「熊谷組福井本店」「木質耐震垂れ壁構法」が受賞しました。
●「 H¹O 青 山 」	�  ソーシャルデザイン部門 【建築･空間分野】株式会社熊谷組・野村不動産株式会社・住友林業株式会社 

�ライフスタイルデザイン部門 【技術･建材分野】株式会社熊谷組・野村不動産株式会社・住友林業株式会社

●「 熊 谷 組 福 井 本 店 」	� ライフスタイルデザイン部門 【建築･空間分野】株式会社熊谷組・住友林業株式会社

●「木質耐震垂れ壁構法」�ライフスタイルデザイン部門 【技術･建材分野】�株式会社熊谷組・東京大学大学院木質材料学研究室・銘建工業株式会社

H1O青山が竣工しました

札幌で耐火木質ビルを着工

ウッドデザイン賞を受賞
KAGAプロジェクト　外観イメージ

「木質耐震垂れ壁構法」を適用した室内イメージ「木質耐震垂れ壁構法」を適用した建物イメージ
5
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株 主 メ モ会 社 の 概 要
（2022年9月30日現在）

創　　業 1898年1月
設　　立 1938年1月
資 本 金 301億851万615円
従業員数 2,705名

主要な営業所

取締役及び監査役
取 締 役 社 長
(代表取締役) 櫻 野 泰 則
取 締 役
(代表取締役) 嘉 藤 好 彦
取 締 役
(代表取締役) 小 川 嘉 明
取 締 役 日 髙 功 二
取 締 役 上 田 　 真
取 締 役 岡 市 光 司
取 締 役 佐 藤 　 建

取 締 役 吉 田 　 栄
取 締 役 岡 田 　 茂
取 締 役 桜 木 君 枝
取 締 役 奈 良 正 哉
常 勤 監 査 役 川野輪政浩
監 査 役 竹 花 　 豊
監 査 役 山 田 章 雄

（注）�取締役吉田栄、岡田茂、桜木君枝及び奈良正哉の各氏は社外取締
役、監査役竹花豊及び山田章雄の両氏は社外監査役であります。

コーポレートレポートのご案内
　本年9月に「熊谷組グループ コーポ
レートレポート2022」（A4判、78頁）
を発行しました。
　当社グループの経営方針、事業戦
略や価値創造の取り組みについて紹
介しています。
　ご希望の方は（有）インフォワードが
運営する「エコほっとライン」からお申
し込みください。

エコほっとライン　熊谷組 ○○
┃┃    検 索

北海道支店
北 陸 支 店
九 州 支 店

本 店 東 京 本 社

東 北 支 店
関 西 支 店
沖 縄 支 店

海 外 拠 点
ベトナム、インドネシア、ミャンマー

首都圏支店
中四国支店
技術研究所

名古屋支店
四 国 支 店

グループ会社
株式会社ガイアート

ケーアンドイー株式会社

華熊営造股份有限公司

テクノス株式会社

株式会社ファテック

テクノスペース・クリエイツ株式会社

株式会社テクニカルサポート

株 主 名 簿 管 理 人 及 び
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

同 連 絡 先 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
郵　送　先 〒168-0063 

東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

電話照会先 0120-782-031
公 告 の 方 法 当社のホームページに掲載します。

＜https://www.kumagaigumi.co.jp/＞
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行います。

事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年６月開催
基 準 日 定時株主総会 毎年３月31日

剰余金の配当 毎年３月31日
そのほか必要あるときは、あらかじめ公告して定めた日

単 元 株 式 数 100株
上場証券取引所 東京証券取引所
証 券 コ ー ド 1861

福井市中央2丁目6番8号
〒910-0006　TEL（0776）21-2700

東京都新宿区津久戸町2番1号
〒162-8557　TEL（03）3260-2111
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見やすく読みまちがえにくいユニバーサルデザインフォントを採用しています。
この冊子は環境保全のため、植物油インキとFSCⓇ認証紙を使用しています。

〒162-8557　東京都新宿区津久戸町2番1号
TEL（03）3260-2111
https://www.kumagaigumi.co.jp/

株主総会資料が原則ウェブ化されます
2023年３月以降の株主総会より、これまで郵送していた株主総会資料（招集ご通知）が原則ウェブ化されます。
株主の皆様におかれましては、会社から通知書面にてご案内するウェブサイトにアクセスすることで、株主総会資料をご確認いただくこ

とができます。当社では来年６月下旬開催予定の定時株主総会から適用となります。

会社法改正により

これから株主総会資料をウェブで確認今まで株主総会資料を紙で確認

通知書面
議決権行使書 議決権行使書株主総会資料

本件に関する
お問い合わせ先

受付時間 9：00～17：00（土・日・休日を除く） 
ぜひQ&Aもご利用ください。
https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/

三井住友信託銀行 証券代行部

0120-533-600

インターネットのご利用が困難な株主様へ
（書面交付請求）

書面で受領するためのお手続きが可能です。

インターネットを利用することが困難な
株主様を保護するためのお手続きです。
お申し出いただいた株主様には株主総
会資料を書面でお送りします。	 
なお、書面交付請求を行わなくても、URL
等を記載した通知書面はお送りします。

証券会社にお申し出の場合は、保有銘柄
の口座を開設している証券会社へお問
い合わせください。

株主名簿管理人にお申し出の場合は、書
面での受領を希望される銘柄ごとに申
出書面のご提出が必要です。

株主総会の基準日＊までにお申し出が必
要です。	  
お手続きには２週間以上お時間がかかる
場合がございますので、余裕をもってお
手続きください。

書面交付請求とは？ お手続き方法は？書面交付請求の受付期限は？Q QQ

＊2023年６月下旬開催の定時株主総会の場合は、2023年３月31日が基準日となります。
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